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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は，非線形弾性復元力特性と呼ばれる特殊な復元力特性を有する鋼構造骨組を対
象にサブストラクチャ擬似動的実験を行い，非線形弾性復元力特性を有する骨組が大地震時に
おいても被害が少なく，損傷を軽微に留められることを確認することである。実験は従来の剛
接合柱梁接合部を有する架構モデルと非線形弾性復元力特性を有する架構モデルの比較を行い，
その結果より非線形弾性復元力特性を有する架構は残留変形が少ないということが確かめられ
た。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The purpose of this study is to clarify that the damage due to Level 2 earthquake 
ground motions of the steel structural frame with a nonlinear elastic hysteresis is 
small obtained by substructure pseudo-dynamic test. It is compared the steel 
structural frame with nonlinear elastic joint and the steel structural frame with rigid 
joint. As the result of test, That residual deformation is smaller the structural frame 
with non-linear elastic joint than the structural frame with rigid joint. 
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１．研究開始当初の背景 

 本研究の目的は，非線形弾性復元力特性と
呼ばれる特殊な復元力特性を有する鋼構造
骨組を対象にサブストラクチャ擬似動的実
験を行い，非線形弾性復元力特性を有する骨
組が大地震時においても被害が少なく，損傷
を軽微に留められることを確認することで
ある。 

 図 1 は弾性関節接合を柱梁接合部に適用し
た場合の概念図である。図 1 の場合，梁は柱
を貫通する高強度で弾性範囲が広い線材（接
合ボルト）で圧着接合される。接合ボルトに は弾性限界耐力の半分程度の初期張力が加
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図 1 弾性関節接合の概念図 
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えられる。中程度以下の地震に対しては，接
合ボルトの初期張力により接合部は剛接合
として働く。さらに強い地震に対しては，接
合ボルトの高弾性特性を活かして，柱と梁端
の圧着面における離間に伴う回転を生じる
ことになるが，その場合でも，部材の降伏は
離間に伴い圧縮力を伝達し回転軸となる部
位の極めて狭い範囲に限定される。なお，接
合ボルトは常に弾性範囲にとどまるものと
する。 

 非線形弾性復元力特性を目指す主な目的
は，大地震を受けた際にも柱や梁などの主要
部材が弾性範囲内にあることを保証できる
変形限界値を大きくすることで，構造物全体
としての損傷を軽微な範囲にとどめ，地震前
の状態に復旧することが容易となるように
変形領域を広げることにある。従来の柱梁接
合部では，構造物の耐震性能をエネルギー吸
収能力に期待し，接合部の塑性変形を許容し
ている。その結果，骨組には残留変形が生じ，
建物の再利用が困難になる可能性が高い。一
方，弾性関節接合ではエネルギー吸収に関し
ては，交換可能な部材の塑性化や制振装置を
積極的に用い，柱・梁等の主要構造部材には，
剛性・耐力的な要素のみ負担させ，構造部材
の降伏による残留変形を防止する。柱梁要素
や接合部は弾性範囲内にとどめられるため
に，地震被災後の建築物の再利用が可能とな
る。原点指向型非線形弾性復元力特性は，山
田らによって提案された「弾性関節接合」の
特徴的な復元力特性である。 

 

２．研究の目的 

 図 2 に本研究で目指す非線形弾性復元力特
性の概要を示す。接合部における非線形弾性
復元力特性は，接合部圧着面が弾性的に離間
し，回転を伴う変形をおこすことで剛性が変
化する。中程度の地震においては，接合部は
離間せず，剛接合として挙動する。入力地震
動レベルが大きくなるにつれて，接合部モー
メントが大きくなり，ある限界モーメントに
差し掛かった時点で接合部は離間する。離間
後は接合部の回転に従い接合部モーメント
は大きくなるが，その時点で梁及び接合ボル
トなどの接合部の構成部品が弾性範囲内に
あれば，離間・回転を生じても接合部は弾性
挙動をし，除荷時に原点に戻り残留変形は生
じない。この離間を生じる限界荷重を離間荷
重，離間によって生じた回転角を離間回転角
と呼称する。図 3 に接合部回転バネのモデル
化の概念を示す。 

 非線形弾性復元力特性は，極大地震時にお
いて，梁部材のフランジ圧縮塑性化を許容す
る。その場合においても接合ボルトは弾性と
し，接合面における応力伝達を接合ボルトを
介して行い，架構の脆性的な崩壊を防止する。 

 これまでの研究で，本研究の中核をなすサ

ブストラクチャ擬似動的実験の一次実験が
すでに行われており，その実験結果より，実
験システムの精度向上とさらなる追加検討
が必要であると判断される。本研究によりサ
ブストラクチャ擬似動的実験について実験
システムを改良・確立し，その後，非線形弾
性復元力特性を有する鋼構造骨組について
残留変形という観点から更なる考察を行っ
た。 

 

３．研究の方法 

(1) 実験対象架構概要 
 図 4 に実験対象架構モデルを示す。対象架
構は 9 層 1 スパンの鋼構造一構面とする。架
構モデルは，各層の柱梁接合部および柱脚接
合部に弾性関節をモデル化した非線形弾性
回転バネを有する非線形弾性架構モデルに
加え，各層の柱梁接合部および柱脚接合部の
非線形弾性回転バネを除いた剛接合モデル
の二種類とする。試験体に置き換えて実験を
行う柱梁接合部は図 4 中の第一層梁両端の A

接合部，B 接合部の 2 部分である。架構荷重
は，床単位荷重を 7.0kN/m

2として算出し，各
層の重量は 580kN，構面の総重量は 5220kN

である。減衰は h=0.05 とした。 

 表 1 に入力地震動レベルと接合部の挙動目
標を示す。入力地震波は EL-CENTRO NS 波
の主要動となる 6.4 秒間を行った後，25 秒ま

 

 

 

 

 

 

 

図 2 非線形弾性復元力特性の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 非線形弾性接合部回転バネのモデル化 
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で無入力時間を継続した。時間刻みを 0.01 秒
とする。本実験では，それぞれ主要動の入力
地震波の最大速度を 25cm/s，50cm/s に基準化
し，連続して架構モデルおよび試験体に入力
する。以下，表 1 の通り，入力地震波の最大
速度を 25 m/s，50cm/s に基準化した擬似動的
実験サイクルを RUN1，RUN2 と呼称する。
実験サイクル間の各変位値の取り扱いにつ
いては，RUN1 終了時において試験体に載荷
されている荷重をいったんゼロに戻し，その
時の変位値を初期値としてRUN2を開始して
いる。接合部の挙動目標は，RUN1 では離間
をしない剛接合とし，RUN2 において離間・
回転を生じても架構全体としては弾性範囲
に収め，接合ボルトを弾性範囲に収めること
とした。 

 
(2) 試験体概要 
 図 5 に載荷装置概要，図 6 に試験体概要を
示す。試験体は架構モデルの 1/2 相当を想定
し，梁に H-250×125×6×9，柱に H-300×300× 
10×15 を使用する。架構モデルに対応するよ
うに，接合部に非線形弾性復元力特性を有す
る試験体と溶接接合による剛接合試験体の
２体を作成し比較する。梁は図 6 に示すよう
に鉛直縦置きに設置し，横置きされた柱に接
合される。柱は柱抑え冶具及びアンカーボル
トにて試験床に固定される。梁上端を載荷梁
に固定し，試験体梁上端に水平変位および回
転角を強制する。各ジャッキに取り付けてあ
るロードセルより，図 4 の架構モデル試験体
部分における梁せん断力および中間節点側
モーメントを計測する。非線形弾性試験体は
6 本の PC 鋼棒（接合ボルト）にて圧着接合
される。PC 鋼棒の張力はひずみゲージを貼
付することにより計測する。接合部の回転中
心となる梁フランジ上下端部には，離間回転
時に圧縮応力が集中すると考えられるので，
補強が必要である。本実験では，接合部回転
中心の補強として，接合部圧着面から 200mm

まで梁フランジに圧縮支点補強プレートを
フランジ面に全周溶接することによって補
強する。接合部の離間によって生じる回転は，
図 6 の A 部分拡大図に示すように，接合部近
辺のフランジ位置に 2 本の変位計を取り付け，
その変位計の計測変位の差を変位計の間隔
で除することで計測する。表 2 に本実験で使
用する試験体梁と PC 鋼棒の材料特性を示す。 

 試験体に導入する初期張力は，PC 鋼棒を
カプラーで延長し，梁上端に設置したジャッ
キを使用して緊張し，ナットを調整すること
で導入する。導入時張力量は PC 鋼棒に添付
したひずみゲージから読み取る。本試験体で
は，離間荷重を高めに確保することを目的と
して，梁上下段 PC 鋼棒に 0.2%オフセット耐
力の 50%である 70kN(2600)，梁中段 PC 鋼
棒に 0.2%オフセット耐力の 70%である

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 実験対象架構モデル 

表 1 入力地震動レベルと接合部の挙動目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 載荷装置概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 試験体概要 

表 2 試験体梁と PC 鋼棒の材料特性 
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98kN(3600)の初期張力を目標に導入する。
目標初期張力より計算された試験体の離間
モーメント Msep は 63.8kNm(架構モデル上で
は 1722kNm)であり，試験体梁縁降伏モーメ
ントの 57.3%に相当する。なお，初期張力導
入に当たっては，各試験体ともに目標初期張
力に誤差±5.0kN 程度で導入することができ
た。 

 

(3) 実験システムおよび加力装置 
 本実験システムは 4 台の PC を並列に使用
する。応答計算用 PC は架構モデルの応答解
析を行い，各試験体の制御用 PC に実験対象
部分を含む応答計算の結果より得られた次
ステップの試験体目標変位を送信する。各試
験体の制御用 PC は加力用コントローラ及び
ポンプユニットと連動し，応答計算で得られ
た目標変位まで試験体の載荷を行う。その後，
各ジャッキに取り付けられているロードセ
ルの値より目標変位時における試験体の復
元力を算出し，制御用 PC を通じて応答計算
にフィードバックされる。同時に，試験体に
取り付けられたひずみゲージ，変位計の値を
計測用 PC に取り込む。各 PC 間は LAN 
(TCP/IP)によって接続され，計測データは応
答計算用PCおよび計測用PCいずれかに蓄積
される。 

 サブストラクチャ擬似動的実験における
制御プログラムの手順を以下に示す。 

1. あるステップにおいて応答計算用 PC に
よって目標変位(梁端中間節点における
鉛直変位及び回転角)の計算を行う。 

2. 応答計算用 PC より各制御用 PC に目標
変位を伝達する。 

3. 制御用PCは加力システム(コントローラ
およびポンプユニット)を制御し，目標変
位まで加力を行う。 

4. 目標変位に到達した時点での各荷重(水
平ジャッキおよび上部鉛直ジャッキ 2本
の荷重より柱梁接合部および中間節点
部のモーメントおよびせん断力)を復元
力として，応答計算用 PC にフィードバ
ックする。 

5. 復元力が応答計算用 PC にフィードバッ
クされると同時に，応答計算用 PC から
計測用 PC にデータ計測開始のコマンド
を転送する。 

6. 計測用 PC が変位計およびひずみゲージ
のデータを取得。応答計算用 PC はフィ
ードバックされた復元力を基に，1.の手
順に戻り次ステップの応答計算を行う。 

 本実験では，数値積分法にはオペレータ・
スプリッティング法(以下，OS 法と略す)を使
用する。なお，OS 法では特に応答変形が大
きくなる荷重 stepにおいて不釣り合いモーメ
ントの影響が大きく現れることが明らかと
なっている。本実験においては，この不釣り

合いモーメントの結果への影響を極力抑え
ることを目的とし，とくに応答変位の大きな
荷重 stepについてさらに時間刻みを細かく分
割する方法を採用する。 

４．研究成果 
 以下に実験結果を示す。本実験では，試験
体に置き換えたB接合部において制御に問題
が発生したため，結果の検討は A 試験体の変
形性状，応答特性についての結果を中心に示
す。 

 図 7 に非線形弾性試験体における各入力地
震動レベルごとの接合部モーメントと離間
回転角の関係を示す。図中赤色太破線はこれ
までの研究成果により提案されている計算
式より求めた理論計算の結果である。図より，
すべての試験体，入力地震動レベルにおいて，
おおむね離間後に剛性が低下し，非線形弾性
的な挙動が確認できた。RUN1，RUN2 各入
力時において，接合部モーメントの小さい段
階において接合部が回転を生じていること
が確認できる。この現象は，これまでの弾性
関節接合における静的載荷実験等において
も確認されており，エンドプレートの面外変
形により離間過程が生じていることに起因
していると考えられる。本試験体において，
RUN1 ではほぼ線形的な挙動，RUN2 におい
ては離間回転が増加する現象が確認できて
おり，二次勾配と近い履歴を描いている。以
上より，設計クライテリアに即した接合部の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 接合部モーメント M－接合部回転角

の関係 
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挙動がおおむね確認できた。 

 図 8 に各実験対象架構モデルにおける各入
力地震動レベルの一層層せん断力と一層層
間変形角の関係を示す。図より，本試験にお

いて，RUN1 についてはどちらの架構モデル
も剛接合の挙動を示し，RUN2 においては非
線形弾性架構モデルで，一層層せん断力
500kN 付近より剛性が低下していることが確
認できる。非線形弾性架構モデルが剛接合モ
デルと比べ，接合部離間前の段階において剛
性が低い傾向があることがわかる。これは，
上記の接合部モーメント－接合部回転角関
係について述べた通り，接合部モーメントの
小さな段階において生じている回転が原因
で架構の剛性が低下していると考えられる。
この回転の詳細については，今後の検討課題
である。 

 次に，非線形弾性架構モデルと剛接合架構
モデルの応答変位を比較し，地震後の残留変
位に対する考察を行った。図 9 に各架構モデ
ルの RUN1，RUN2 における一層層間変位の
時刻歴を示す。本実験では，入力地震波は 6.4s

で主要動を終え，それ以降は無入力時間とな
る。そこで本研究では，上部構造等の応答の
影響がおおむね収まり減衰自由振動を行い
始めると考えられる 12.0s 以降の一層におけ
る層間変位応答において減衰曲線の近似式
を求め，残留変形を評価しようと試みた。図
中，赤色破線は減衰曲線を示す。減衰曲線の
近似式における右辺第二項が残留変形に相
当する。図 9 の結果より，RUN1，RUN2 合
わせた残留変形量は，非線形弾性架構モデル
で 0.281mm，剛接合モデルで 2.263mm となっ
ており，非線形弾性架構モデルにおいて残留
変形が低減されていることが確認できた。 
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図 8 一層層せん断力 Q－一層層間変形角

d の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 一層層間変位の時刻歴 
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